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読書と私

P 事務局長内田 新

勤務先での公文書の決裁などで目を酷使した上，帰宅するとあれこれと雑本を読み耽る生

活を続けて幾十年になるだろう。一日一夜といえども，活字を目にすることがなければ耐えら

れない，活字人間の一人である。

‘思えばこの性癖は，小学校1年の大病の時に始まっている。当時東京の某私大のスポーツ

選手であった長兄が，数十冊の童話を送ってきた。今にして思うと，スポーツに専念しすぎて

父親の評価の低かった兄が，両親最愛の末弟に見舞品を送り，小遣をせしめようとの魂胆では

なかったか。それはともあれ，一月あまりで各種各様の童話を読了したのであった。

その後も，童話から母親の購読している女性雑誌に至るまで乱読につく･乱読であった。や

がて中学生ともなれば，岩波文庫の翻訳小説に熱中し，高校生になった時は御多分にもれず文

学青年となったものだ。似たような方は今も昔も多いが，五十の坂をこえても同じことをやっ

ているのは，我ながら進歩のない話ではある。

公務員の生活といえば，まことにあじけない職務の連続で，とくに管理職は雑務係である

が，責任だけは重い。従って，ストレスの重圧は相当のものである。文学青年あがりであるか

ら，強靭な神経をもっているわけはなく，職務から解放された時間は極力頭を仕事から切り離

すことが，永年のうちに身についたストレス防止対策であり，雑本の乱読はその最も有力な方

法なのである。

しかし，年とともに読書量は減少している。これは老眼が影響していることも否定できな

いが，意識的に読書を控え，自分で考える時間を多くしようと努めているのが主たる原因であ

る。この年齢になっても、凡人の悲しさで，読書によって他人の思想的感化を受けすぎるから

だ。自らを失ってなお，読書三昧というのは感心できたことではあるまい，と思うのである。

若い間は，知識の蓄積のために乱読も意味があったと思うが，ある年齢に達すれば凡人は

凡人なりに自らの考えをもつべきだということに気がついたのである。可能ならば，若干とも

創造的なことをやるべきだと思うが，その能力に恵まれていない者としては，断片的ではあれ，

あれこれと考えてゑたいと思う。しかしながら，思索というのも楽ではなく，しばしば愚劣な

妄想を追うことになり勝ちである。その結果，つい手近にある本を手にすることになるので

ある。

読書と思索のバランスをどうとるか，これは若い時から一つの課題として意識していたこ
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とであるが，今日なお解決できない｡書を捨て街へ出よ，書を捨て自らの目で見よ．と自分に

言い聞せながら,やがて老人になってゆく。お粗末な話ではある。

◆会議

第105回図書館委員会

くとき昭和56年5月30日（士)＞

＜ところ附属図書館会議室＞

議題

1．昭和55年度決算について

2．昭和56年度予算(案)について

3．昭和56年度図書資料(大型コレクション）の収書計画について

4．その他

第106回図書館委員会

くとき昭和56年7月6日（月）＞

＜ところ附属図書館会議室＞

議題

1．昭和56年度予算配当（案)について

2．閲覧個室(第2種)について

3．その他

第68回教養分館委員会

くとき昭和56年6月12日（金）＞

＜ところ教養分館会議室＞

議題

1．昭和55年度決算並びに昭和56年度予算(案)について

2．昭和56年度教官指定図書の選定について

3．その他

第69回教養分館委員会

くとき昭和56年7月17日（金）＞

＜ところ教養分館会議室＞

議題

1．昭和56年度図書費予算について

2．昭和56年度参考図書及び視聴覚資料の選定について

3．その他

全学図書(担当）掛長会議

くとき昭和56年6月8日（月）＞

＜ところ附属図書館会議室＞

議題

1．会計実地検査について

2．学術情報システムについて

3．その他

全学図書（担当）掛長会蟻

くとき昭和56年6月29日（月）〉

＜ところ附属図書館会議室〉

談題

1．会計実地検査について

2．その他
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全学図書(担当）掛長会議

くとき昭和56年9月17日（木）＞

＜ところ附属図書館会議室＞

議題

1．国立大学図書館間相互利用について

2．その他

第31回北海道地区大学図書館協議会総会

くとき昭和56年8月21日（金）＞

＜ところ北海道大学百年記念会館＞

標記協議会総会は，北海道地区19大学47名が出席，’慣例により当番館北海道大学附属図書館塩谷鏡

館長が議長に選出され行われた。

協議事項等は次のとおりである。

報告事項

（1）幹事館会議報告

（2）北海道地区大学図書館協議会昭和56年運営資金決算報告

（3）第24回北海道地区大学図書館職員研究集会報告

（4）大学図書館間の相互利用について

イ）国公私立大学図書館協力委員会報告

ロ）国立大学図書館間相互利用について

ハ）北海道地区大学図書館相互利用検討委員会報告

（5）各館界の動向（国・公・私立大学）

（6）その他

協議事項

（1）学術'情報システムに対する学内の対応と全国ネットワークとの関連における地域ネットワークの在り

方について

（2）地区大学図書館間の相互利用の推進について

（3）第32回北海道地区大学図書館協議会総会及び第25回北海道地区大学図書館職員研究集会の当番館に

ついて－総会については，旭川大学，研究集会については，北海道教育大学となる｡一

（4）次期役員館の選出について

次のとおり決定した。

常任幹事館北海道大学

幹事館小樽商科大学，札I幌医科大学，札幌商科大学，北海学園大学

当番幹事館北海道教育大学，旭川大学

監査館室蘭工業大学，北星学園大学

承合事項

（1）寄贈図書の評価基準について

（2）パンフレット等の受入れ基準について

第55次国立七大学附属図書館協議会

くとき昭和56年9月29日(火)・30日（水）＞

＜当番館東北大学附属図書館＞

標記協議会は，文部省から情報図書館課田保橋課長，田中専門員，須田事務官の列席を得，国立七大学の

附属図書館長，事務部長及び課長が出席して開催された。

協議題は，次のとおりである。

＜協議題＞

1）学術情報ネットワーク，特に図書館情報処理ネットワークの具現化において七大学の果すべき役割に
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ついて（京都大学）

2）学術情報センター・システムと国立七大学附属図書館協議会の在り方について（東北大学）

3）学術情報センター・システムにおける地域サブセンターとしての対応について（北海道大学）

4）学術情報センター・システムに示された地域センター館の役割について（九州大学）

5）「学術情報システム」に対応する学内体制の具体策について（名古屋大学）

6）国立大学図書館間相互利用（館内閲覧)制度に対する各大学の対応措置について（東京大学）

7）大規模大学における図書館資料の共同利用について（大阪大学）

8）大規模大学における附属図書館の概念の明確化一機構の整備について一（東京大学）

9）中央図書館のいわゆる「保存図書館機能」の改善について（東京大学）

：10）職員の研修について（東京大学）

11）各大学に所蔵される「文庫」「集書」等の整理・目録の刊行について（京都ナ学）

12）外国から送付の学位論文の整理と利用について，及び今後の対策について（東北大学）

協議題の中心は，学術’情報センター・システム関連で，情報図書館課長の経過説明ののち，各館からの報

告・協議の結果，各館とも地域センター館としてシステム完成にむけて，努力することとなった。なお，今回

は要望書は提出しないこととなった。

なお，56次(昭和57年)同協議会は，東京大学を当番館として開催される。

、

◆学内図書館だより

附属図書館開架図書閲覧室を3階に移転

～附属図書館および同教養分館の時間外開館時間も，さらに1時間延長～

当館の開架閲覧室は，これまで授業期には，平日19時，土曜日15時まで時間外開館をし

ていましたが，さらに利用の便をはかるため，9月からは開館時間を平日20時，土曜日16時

30分まで延長することになりました。

また，このたび附属図書館閲覧室内施設の一部を改修して，入口に近い2階の閲覧室は,

学習者のための一般閲覧室として利用できるようになり，また3階の開架図書閲覧室には備え

付けの開架図書約4万6千冊と，その利用のための開架受付けカウンターを従来の書庫内図書

の閲覧・貸出のための書庫出納カウンターに隣接させ，総合カウンターとし，同室内にある当

館所蔵目録カードの利用とあわせて，開架・書庫内資料の検索・利用が一カ所にまとめられま

した。

また，4階の参考図書閲覧室もレファレンスカウンターが入口に接近して相談しやすくな

るなど，利用者には大変便利になりましたので，ご利用ください。

なお，3階閲覧室の配置や各室の利用できる時間は，次のとおりです。

、

書庫出納カウンター
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開 架図書閲覧室

＜館外貸出＞教官・学生共に2冊7日

一般閲覧室（2階）

参考閲覧室（4階）
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※カード目録の配列

1図書館の目録2法学部の目録

3文学部の目録4経済学部の目録

5スラブ研究センターの目録6雑誌目録（図，法，文，経）

（3～6は当館書庫収納分のみ）
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国立大学図書館間相互利用について

国立大学図書館協議会に設置された「図書館相互協力」調査研究班は昭和54年度の調査・

研究課題として，「国立大学における図書館相互利用制度の整備について」を設定し，数回にわ

たる研究討議を経て，昭和55年6月に東北大学で開催された「第27回国立大学図書館協議会

総会」に，その報告書を提出しました。

すなわち，学術情報は，研究者にとって資源共有，共同利用されるべき性格を持つもので

あるという理解のもとに，国立大学図書館間相互利用制度の活発化と拡大，利用者サービスの

向上を図ろうという趣旨のものであります。

同協議会理事会(第2部会担当)で，本件の今後の進め方等その取り扱いについて各地区協

議会の意見を取り入れI慎重協議した結果，相互利用の制度化を促進するため，「共通閲覧証方

式」を骨子とする「国立大学図書館間相互利用実施要項及び細則」（理事会案）が取りまとめら

れ昭和56年6月琉球大学で開催された「第28回国立大学図書館協議会総会」に提案，承認さ

れたものであります。（実施要項・細則は別紙のとおり｡）

ついては，今後国立大学間においては，この実施要項及び細則にそって相互利用を実施す

ることになりますので，研究者（要項3の(2)国立大学に所属する教職員，大学院生及びこれに

準ずる者をいい，これに準ずる者とは，その者が所属する大学の図書館長が認める者をいう｡）

が，今後他の国立大学図書館の図書資料を利用しようとする場合は，「国立大学図書館間共通

閲覧証」が必要となります。

また，この共通閲覧証等に関する事務は，「参加図書館・室」（要項3の(1)国立大学図書

館：各大学において附属図書館を構成する中央図書館，分館，部局図書館・室をいう｡）となる

各部局等の図書室が，附属図書館を通じて直接取り扱うことになります。

なお，利用しようとする図書館が公・私立大学等である場合は，その都度依頼書を発行す

る従来どおりの方式(依頼書方式）により行われます。

学生については，国・公・私立大学等を通じて、依頼書方式により利用できます。

国立大学図書館間相互利用実施要項

(龍5鯛2毒誉習雲藩妻）

1．目的

この要項は，国立大学に所属する研究者の研究．教育活動に資するため国立大学図書館に

所蔵されている図書館資料の円滑な相互利用を促進することを目的とする。

2．対象

この要項は，国立大学図書館協議会に加盟している大学図書館間における研究者による相

互利用に対して適用する。

3．定義

この要項における用語の定義は，次のとおりとする。

（1）国立大学図書館：各大学において附属図書館を構成する中央図書館，分館，部局図書

館・室等をいう。

（2）研究者：国立大学に所属する教職員，大学院学生及びこれに準ずる者をいう。

これに準ずる者は，その者が所属する大学の附属図書館長が認める

（577）
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者をいう。

（3）相互利用：研究者が他国立大学図書館に出向いて，その所蔵資料を直接利用す

ることをいう。

4．相互利用の範囲

相互利用の範囲は，館内における閲覧を原則とし，その方法は当該大学図書館の定めると

ころによるものとする。

5．相互利用の手続

相互利用を希望する研究者は，あらかじめ所属大学の図書館長に申請し，「国立大学図書

館間共通閲覧証」の交付を受け，利用時にこれを利用受入館に提示するものとする。

「共通閲覧証」の様式は別に定める。

6．相互利用の制限

利用受入館は,当該大学に所属する利用者の利用が著しく妨げられると判断した場合には，

相互利用を制限することができる。伊

国立大学図書館間相互利用実施細則

1．この細則は，国立大学図書館間相互利用実施要項に掲げる目的を達成するために必要な事

項を定めたものである。

2．相互利用方式

要項にいう「国立大学図書館間共通閲覧証」による共通閲覧証方式とするが，従来より実

施中の他の方式を排除するものではない。

3．国立大学図書館間共通閲覧証

ァ．様式は別紙のとおりとする。

イ．有効期間は当該年度内とする。

ウ．本証利用上の注意事項の周知に努める。

4．利用受入館

要項3の(1)にいう国立大学図書館であるが，当該大学の事情により，1大学で中央図書館

のみが利用受入館となることがある。

5．相互利用マニュアル

各館の利用上の留意事項を盛り込んだ相互利用マニュアルを全館が所持するものとする。『

北海道大学学術情報システム準備検討委員会が設置される

1．全国的な動き

・昭和48年，学術審議会は，文部省の学術行政全般にわたる答申の中で学術‘情報に関する

問題点の指摘と将来のあるべき方向の大要を提示。

・文部省は，その主旨に沿った施策を実施，学術‘情報システム化の研究開発によりいくつか

の大学等で試行的システムを実施。

・昭和53年4月，学術審議会は，その後の諸条件の発展を背景として，改めて学術情報問題

の審議開始。

・昭和53年11月，文部大臣は，学術審議会に「今後における学術情報システムの在り方に

ついて」諮問。

・昭和54年6月，学術審議会は審議の結果について中間報告を公表，国公私立の各大学等

(578）
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の関係機関の意見を求めた。

・多くの国・公・私立の大学等が，学術情報システムの早期実現への期待を表明。

・昭和55年1月，学術審議会は各大学等の関係機関の意見をふまえ，「今後における学術情

報システムの在り方について」文部大臣に答申。

・昭和55年5月，文部省は，学術審議会の答申を受けて学術情報センターシステム開発調

査協力者会議を発足させ，コンピュータ・システム，ネットワーク，図書館システムの在り

，方等調査研究を開始。

・昭和56年3月，協力者会議は開発調査の結果をとりまとめた。

・昭和56年度政府予算に，学術情報センター設置調査経費及び学術情報センターシステム

開発調査費が計上され，昭和59年度後半に事業開始を目途に，センターの組織，業務内容

等の細部の調査，センターのシステムに最適なプログラム等のソフトウエアの作成並びに

ハードウエアの検討等に着手。

注）学術情報システム－これからの学術情報流通の在り方一(文部省学術国際局情報図書館課)より転載

2．学内としての動き

・昭和53年4月，学術に関する情報の蓄積及び利用に関する問題を調査研究し，必要な方

策の検討を行うための組織として，北海道大学学術情報調査研究会を設置。

・昭和53年9月，学長は，学術調査研究会に「1．学術情報の収集．蓄積と検索の協力体制

について，2.研究情報処理，情報処理教育，図書館‘情報処理，学術データ．ベースなどの

総合的，有機的運営の在り方について，3.既存のデータ・ベースとの関連に関する基本的

計画について」諮問。

・昭和55年3月，同調査研究会は，前記3事項の調査．研究結果に学術,情報システム委員

会(仮称）の設置を付して，学長に答申。

◎昭和56年7月，同答申に基づき，学術情報システムの具体化のための準備検討を行う組

織として，北海道大学学術情報システム準備検討委員会を設置。

、

北海道大学学術情報システム準備検討委員会要項

（畢和5蟹7塁15塁）
(設置）

第1条北海道大学に，北海道大学学術‘情報システム準備検討委員会（以下「委員会」という｡）

を置く。

(目的）

第2条委員会は，学術‘情報システムの具体化のための準備検討を行い，その結果を学長に報

告するものとする。

(組織）

第3条委員会は，次の各号に掲げる者をもって組織する。

：’・附崖図書館長，大型計算機センター長及び情報処理教育センター長
2．人文・社会科学系学部及び言語文化部の教授又は助教授のうちから2名

3．自然科学系学部の教授又は助教授のうちから3名

4．大学院環境科学研究科及び附置研究所の教授又は助教授のうちから1名

5．事務局長

、

(579）



伊

『

No.s: 9

2前項第2号から第4号までの委員は，学術‘情報問題について学識のある者のうちから当

該部局等の長の推薦に基づき学長が委嘱する。

(委員長）

第4条委員会に委員長を置き，委員の互選によって選出する。

2委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

3委員長に事故があるとぎは，あらかじめ委員長の指名した委員がその職務を代行する。

(委員以外の者の出席）

第5条委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を委員会に出席させて，その者から説破

又は意見を聴くことができる。

(専門委員会）

第6条委員会に，学術情報システムに関する専門的事項を調査検討するため，専門委員会を

置くことができる。

(庶務）

第7条委員会の庶務は、附属図書館事務部において処理する。

(雑則）

第8条この要項に定めるもののほか，必要な事項は，委員会が別に定める。

附貝り

この要項ぱ，昭和56年7月15日から実施する。

3．今後の進め方など

・昭和56年9月7日第1回委員会開催

1．学術情報問題に関する経過報告等があって質疑が交され，次のことが確認された。

（ｲ）この学術‘情報システムについては，多くの国公私立の大学等がその早期実現への斑

待を表明、文部省は，昭和56年度予算に学術情報センター設置調査経費および学術

‘情報センターシステム開発調査費を計上するなど，同センターの昭和59年度実現を

目指して着々進行しており，本学においても早急に対策をたてる必要がある。

（ﾛ）学術‘情報システムのネットワークを構成する機関は，中枢機関としての学術情報セ

ンターと大学等図書館，大型計算機センター，国立大学共同利用機関等の研究機関で

あるが，このうち，本学としては図書館等のシステム化を全体の一環として整備して

いかなければならない。この場合においても学術情報流通全体としての大きなイメー

ジからまとめていかなければならないこと。

なお，本学は地区の拠点的な役割りを果さなければならないことから，地区内大学

との連けいも必要である。

㈲議事録等を作成し，審議経過等について周知を図っていく必要があること。

㈲委員会要項第2条による学長への報告は，緊急度を考慮して段階的に行うことがで

きること。

・昭和56年10月13日第2回委員会開催

1．委員長に塩谷焼委員が選出された。

2．委員会の今後の進め方について討議，専門委員会を設置する方向が確認された。

(580｝

一’ bLI-一
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◆ 統計

附属図書館

教養分館

文学部

教育学剖

法学部

経済学剖

理学剖

医学剖

歯学部

薬学制

工学剖

農学割

獣医学剖

水産学剖

教養剖

大学院環境科学研究準

低温科学研究可

応用電気研究可

触媒研究可

免疫科学研究可

事務偏

学生間

スラブ研究センター

大型計算機センター

医療技術短期大学部

合 計

部局別蔵書冊数

和書

457,152

(70,729

63,920

42,448

(46,237

38,799

42,547

57,596

8,986

3,536

146,256

155,462

8,425

60,137

15,85

4,11（

5,07］

4,212

2,68］

1,24〔

1,801

621

948

687

464

1,122,968

洋書

258,604

(8,956）

91,554

19,917

(80,1291

29,103

114,389

69,144

9,044

9,658

115,740

91,699

16,102

35,434

8,140

1,226

11,337

11,005

7,866

5,112

144

97

6,616

580

18

912,529

(581）

合計

715,756

(79,685）

155,474

62,365

(126,366）

67,902

156,93〔

126,74（

18,03（

13,194

261,99（

247,16］

24,521

95,57］

23,99f

5,33（

16,408

15,217

10,547

6,360

1,951

7U

7,564

1,267

482

2,035,497

愉蔭

(昭和56年3月31日現在）

備 妻

教養分館及び法学部を含む

、

附属病院を含む

』

附属農場，附属演習林を含む

勺
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昭和55年度部局別図書・雑誌受入冊数

’、写
雑計

分
一
～
府

部

|購入|難|蕊

今

今

1）教養分館及び法学部を含む。

2）附属病院含む。

3）附属病院含む。

4）附属農場，附属演習林含む。

備考

(582）

図 書

和書 洋書

購入
寄贈
交換
製本
移管

善
ロ |蓋戚

洋書

購う
寄殿
交拶
その

他

計

附属図書館'）

教養分館

文学部

教育学部

法学部

経済学部

理学部

医学部2）

歯学部3）

薬学部

工学部

農学部4）

獣医学部

水産学部

教養部

大学院環境科学
研究科

低温科学研究所

応用電気研究所

触媒研究所

免疫科学研究所

事務局

学生部

スラブ研究
センタ一

大型計算機
センター

医療技術
短期大学割

7,671

2,647

6,827

2,043

1,592

仮
ノ
ー
〆
Ｆ
』
〔
’
し
戸
【
し
４
刈
罰
抗
『
し
で
Ⅱ
▲
銅
『
し
届
ノ
ー

４
バ
ヨ
炉
Ｆ
』
、
『
』
炉
Ⅱ
』
勺
Ⅱ
土
イ
ー
ュ

〆
崩
し
症
泳
』

９
５
７
７
９
３
２
１
８
４
５
１
４
２
０
２

５
１
９
３
１
９
１
８
０
１
７

夕
タ
ー

タ
－

，

２
１
１
３
２
１

128

2,287

(52

42〔

71

(425

46f

l71

16（

11

211

８
１
５

41

61

1,700

(450）

364

339

(1,2301

871

69

695

124

29

882

690

170

407

323

12

14

336

6,539

(303）

5,413

612

5,151（

2,346

1,679

960

251

52

1,836

788

177

22〔

Ｆ
ｊ
Ｏ
ｒ
ノ
ム

ワ
臼
、
ろ

ワ
臼

161

11（

7（

94（

6（

1｛

4

1,077

111

4

(142）

20

963

97

２
１

27

９
４
４

］

13

94

693

1,436

(140）

484

309

220

2,174

1,321

478

385

1,925

1,077

307

81（

Ｆ
吟
し
戸
院
」
戸
ｊ
Ｏ

８
０
２

１
３
６

127

24f

244

冊
加20,7

(3,592）

13,628

3,379

8.540

４
８
９
６
５
６
５
２
２
０
４
５
４
９
７
８

１
１
０
４
６
１
４
８
８
８
６
０
２
３
６

５
２
２
２
５
０
５
７
３
７
４
９
４
３
６

夕
，
夕
９

９
，

，

夕

，

６
６
５
１
８
５
２
１
６
94

824

591

(222

113

177

(198

４
〃
Ｉ
’
４
く
。

６
４
３
０

１
１
３
１

2（

33（

284

3！

35（

’
・
曾
Ｉ
、
Ｉ
、
１

２
４
２
１
１

■
〃
ロ
Ｉ

2,87〔

(291

824

464

(468）

726

244

456

113

38

572

690

180

869

30

229

186

63

111

132

４
．

画
■

ｆ
６

１
９

551

(109

42G

18C

(28i:

８
３
８
３
２
３
３
２
４

０
６
５
１
１
８
９
５
６

２
８
７
２
１
７
４
１
２

114

85

117

52

53

12（

511

(2

1‘

1

(30

61

241

“
■
Ｊ
■
一
口
。
１

７
２

3

31

17（

15｛

321

10

21

１
１
７
３

46

1（

２
５

繊
蝿
柵
Ⅷ
似
伽
鮒
Ⅷ
Ⅷ
蛭
峨
班
棚
伽
脱
肌
縦
捌
皿
Ⅲ
皿

９
１
１
１
１

合計 31,9214,065 7,02626,5633,12012,66285,357
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昭和5鼠年度好附属図書館利用統計

勺

１
２
３
４
５

１注 図書の館内貸出しをうけた人数（座席だけの利用者は含まず）

図書館学資料の館外貸出のみ（参考図書は禁帯出）‘

館外貸出冊数（室内利用は含まず）

参考図書室については，教官・職員・学生こみの人数

北方資料室については，教官・学生こみの人数

、

昭和55年度学外への文献複写申込件数 (全学）

ほかに国外申込件数567件（アメリカ380，イギリス88，カナダ12，西独26，フランス10，オランダ6．

ソ連12，その他33）

(583）

、～
、

利用部后

閲覧室爺

一 般:閲覧室

館内閲覧 館外貸出

290E 290E

淵架図書室

館内閲覧 館外貸日

277E 277日

語学
演習室

277E

参考
図書室

290日

北方
資料室

290日

塑淫妻
口口

文学部

教育学部

法学部

経済学部

理学部

医学部

歯学部

薬学部

工学部

農学部

獣医学部

水産学部

教養部

各種学校

各研究所

教官

院生

職員

学外者

ｂ
ｉ

｡

G

480ノ

884

94（

12（

4

ｒ
・
Ｌ
ｒ
ノ
ム

４
４

１

Ｆ
し
Ｌ
ｒ
／
』

Ｅ
Ｌ
ｒ
ノ
ム
〆
罪
Ｌ

４
２
６
２

１
２
１
１
60E

1,457人

・202

2,475

274

5（

1（

“
■
■
■
■
■
■
【
】

ｒ
／
』
ｒ
ダ
ム

２
５

I

19§

■
４
９
■
日

2,462

2,63（

213

437

2,647人

753

6,28c

1,983

3,154

310

260

475

1,052

1,17*

79

が
、
。

4,79〔

230

409

1,046

1,030

39

119人

134

467

188

42

〆
、
心

９
３
２

１
４
８

69

34

102

195

330

1,183人

113

522

259

185

19

■
・
’
４
タ
ブ
ー

78

108

12

2

２
型
一
一
一
一

５１

362人

１
８
１
７

４
７
９
１
Ｆ
腸
＆
肴
Ｉ
Ｉ
Ｊ
ｒ
邑
一
Ｌ

116

101

6

6

52

4

－
，
羽

899

利用者合計 3,0441 10,50〔 － 25,727 1,83（ 2,672 1,88］ 45,660

利用冊数 6,77（ 28,854 12,46* 34う072 1,833着 1882） 1,35431
83,714冊
1,833巻

部偏 文学 教育 法学 経済 遇 医 首 薬 工 農

件数 576 80 41f 96 507 2,121 121 36 44： 224

部后 獣医 水産 低温 応電 触媒 免疫 教看
附属
図書館
環鰐 合計

件数 67 607 8（ ，48 31 8 一

が
け
、 111 5,58］
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昭和55年度図書館相互貸借

他館への貸出146件

他館よりの借用134件

(参考掛経由の分）

昭和55年度附属図書館マイクロ電子・複写業務実績（館内分を除く）

伊

注）件数は申込廷人数と同じ。（複写不能分を含まず）

昭和55年度教養分館利用統計 (開館日数290日）

伊

(584）

件数注

(件）

複写論文
点数

(点

処理枚数 ●．マ 数

総数

内 計

電子複写

(枚

-マイクロ

フイルム
コミ ）

マイクF

フイッシコ

(枚）

引伸焼桐

(枚）

リーダー

プリンター

(枚1

者
者
内
外
学
学

69（

4,059

1,27（

5,38（

20,125

71,76C

7,201

66,78（

674

2,171

Ｊ
■
、
Ｑ
“
口
、
．
凸

８
１

2,34：

7〔

9,82（

2,70*

合計 4,749 6,65（ 91,885 73,987 2,845 101 2,4i: 12,52*

開架図書室

館内閲覧 館外貸仕
語学演習室 ビデオ視聴室

部
部
部
部
部
部
部
部
部
部
部
部
部
校
官
生
員
者

学
学
学
学
学

学
学
学
学
学
学
学
学
養
外

育
済
医
産
種

文
識
注
経
理
医
歯
薬
工
農
欝
水
教
各
教
院
職
学

1,881冊

338

1,018

599

2,683

585

203

454

2,684

520

182

6

45,366

４
８
８

５
５
３

1,138

12

1,119A

203

605

323

1,693

382

120

269

1,659

324

121

4

29,053

339

336

233

744

11巻

１
ｆ
Ｉ

30

47

］

72

４
８
３84

－

43

9

ー一

11人

．
．
４
１

ｉ
ｆ
２
４

■
■

52

ｊ
ｒ
』
’
■
ｐ
ｒ
ｊ
ｄ
１

784

－

4〔

一

箸
ｒ
Ⅱ
、

Ｆ
ト
Ｌ
戸
４
０
〃
し
》
が
し
し
〆
一
Ⅱ
、

４
２
２
５
０
１

戸
４
ク
■

32

■
ｊ
■
■
■
，

1〔

1,932

4

1&

37

人１
３
１
６
３

３
２
２
４
９

１
１
ｌ
ｉ
１

″
Ｌ
Ｌ
江
●
凸
〃
０
１
″
廿
延
ｒ
Ｅ
Ｇ

11

1,679

ｆ
、

16

屯
延

14

合 言 21,213冊 59,177 37,53（ 1,082 99； 2,4山 2,065
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昭和55年度教養分館分類別館外貸出統計

◆資料

勺DEUTSCHEFORSCHUNGSGEMEINSCHAFT

BibliotheksausschuB・UnterausschuBfurDatenverarbeitung

EmpfehlungenzumAufbauregionalerVerbundsysteme

undzurEinrichtungRegionalerBibliothekszentren

ドイツ研究協会

図書館委員会，データ処理小委員会

地域統合システムの構築と図書館地域センターの

設立のための勧告

以下はZeitschriftfiirBibliothekswesenundBibliographic,Bd.27,Heft3,S.189-204,1980に掲

載された標記の勧告の翻訳である。西ドイツにおける学術情報システムは,連邦研究技術省による「情報・ドキ

ュメンテーション計画(luD-Programm)」と，ドイツ研究協会による各種のプロジェクトによって開発が進

められている。前者は16の学域による分野別情報システムの確立を目ざす，いわば主題志向型の計画である

のに対し，後者は学術・公共図書館の地域的な相互協力体制の拡充を目的とする，地域志向型のプロジェクト

であり，両計画をいかに整合化するかが同国図書館界の大きな課題目標となっているようである。わが国にお

いても，一方では科学技術庁を中心に，全国的な情報ネットワークNIST計画が展開されており，他方，学

術審議会の答申にもとずく拠点図書館方式による学術‘情報システムの構築がその緒につこうとしている。こう

した共通の時局背景のもとで，学術情報システムに関する彼我の類似点と差異，さらには大学図書館の果すべ

き役割など一般的な’情況認識に，拙訳が多少とも役立てば幸いである。なお，ドイツ研究協会は，一連の勧告

や提言によって，図書館機械化のための指針をうちだしており，これらの条件をみたす計画に財政的な援助を

与えている。また，図書館協力に関しては，概ね行政上の州に対応する図書館行政単位を地域(Region),それ

以上と以下のレベルをそれぞれ広域(iiberregional),ローカル(lokal)と定義している。以上の前置きで拙訳

が多少は補なえるかもしれない。

最後に本誌への訳出を‘快諾されたVittorioKlostermann社，ドイツ研究協会のJochenBriegleb博

士に謝意を表する次第である。訳者：山本幾夫(整理課教養分館整理掛長）

、

緒言

地域統合システムの構築と図書館地域センターの設立のための以下の勧告は，ドイツ研究

協会データ処理小委員会と同図書館委員会が，従来の計画案の実現のため，共同して公けにす
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るものである。しかし，これは図書館界におけるデータ処理技術の導入を更らに発展させるた

めの総括的な計画案として意図されたものではない。むしろこの勧告は,共同目録作業のため，

さらにはそれによって形成される文献供給体制を目的とする包括的な所蔵‘情報提供システムの

ために，データ処理技術の導入による地域統合システムの構築がいかに必要且つ急を要するも

のであるかを強調し，根拠づけるものである。その理由は，図書館の相互協力にとっての承な

らず，図書館界と情報・ドキュメンテーション分野の各種の機関とが将来より緊密に協同する

ためにも，この種の統合システムが特に中心的な意義をもつであろうからである。同時にこの

勧告によって，二三の州においてすでにこの方向で開始されている開発計画が強化され支援さ

れるであろうし，この種の開発計画が必要段階にあるところでは，しかるべきイニシアチブが

喚起されるであろう。いずれにせよこの勧告は単に基本的な指針として理解さるべきで，地域

の条件と詳細な計画によって補完・補充されなければならない。

この勧告で構想されている諸概念は，多分段階的にしか実現されないであろうが，それら

を具体的に実体化し形成化するため，目下州政府への働きかけがなされている。全国的な‘情報

統合システムODIN(On-lineDokumentations-undInformationsnetz)の分野においても，

luD関連機関と図書館界との協力が今後とも緊密なものになろうが，このことのために図書

館地域センターが担う意義に鑑承，連邦研究技術省も，これらのセンターがデータの入出力と

遠隔処理用の装置や関連周辺機器を最初に購入する際,財政的に援助することを約束している。

この勧告にもとづいて，図書館の共同目録作業と図書館地域センターの設立を目的とする

地域統合システムを構築することは，できる限りすべての州で同時的に開始されなければなら

ない。州によって地域統合システムの構築そのものが断念されたり，極端に延期されるならば，

地域内外の図書館や中枢的な図書館関連機関とluD関連機関との共同作業にとって致命的な

事態となろう。そのことによって生ずる図書館組織の不均衡は，図書館界にとって,従ってま

た学術研究のための広域的な文献供給体制にとっても明らかに不利なことになろう。

ここに公けにする勧告は，ドイツ研究協会データ処理小委員会によって起草されたのち,

同協会の各種の組織（図書館委員会，電算機委員会，総会）と連邦研究技術相の諮問機関(｢総

合'盾報組織」専門家グループ）によって検討された。更らにこの勧告はデータ処理小委員会と

各州の図書館行政担当官ならびに連邦教育学術省，連邦研究技術省の代表者との合同会議で細

部にわたって議論の対象になったものである。これらに際して，小委員会の提言は広く賛同を

得たのであるが，同時にこれらの討論から得られた一連の重要な指摘事項が，最終案としての

本勧告のなかで考慮されている。

特にこの勧告の中心的な提言，つまり単一の全国的な統合システムは現在の政治的，法制

的，技術的さらに組織的な与件から，その実現化はかなり困難であるゥとの提言は議論を重ね

るごとに確固たるものになってきた。関係者一同の確信によれば，この種の広域レベルにおけ

る単一システムへの中央集中化に代って，むしろ共同目録，所在情報及び文献依頼の仲介を目

的とする7つの地域統合システムが構築されるべきであり，これらのシステムが密接に協力す

ることによってはじめてわが国の連邦制に適合する単一システムを国レベルでつくり上げるこ

とができるのである。

データ処理小委員会委員長GtinterGattermann

図書館委員会委員長WolfgangKehler
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1．序論

「図書館のデータ処理技術の分野における開発プロジェクトの促進｣')への具体案としてド

イツ研究協会図書館委員会データ処理小委員会は1973年に「図書館界におけるデータ処理技

術の導入のための組織モデルプラン｣2)を合わせて公けにした。この組織モデルの成案によっ

て，学術図書館におけるデータ処理技術の導入を計画し開発する際，ローカル，地域そして広

域の各レベルで生ずる様々な課題を斉合化しようとする最初の試承がなされたのである。

その後，本小委員会はこれらの計画案を実施し具体化する過程で1974年に，地域学術図

書館のデータ処理課題のための中枢サービス機関として，地域図書館計算センターを設立する

旨の提言をまとめた。この提言は連邦政府による第3次データ処理プログラム3)を考慮しなが

らも，当面は提言の具体化のため一般的に受容され得る指導範囲を定める，いわば推進勧告案

として意図されたものであった。

地域図書館計算センターの設立に関する小委員会のこの提言は当時公表されなかったが，

国と州政府の所管省庁に提出され，理論上のディスカッションと同時に，以後の計画案と具体

的な開発とに一連の効果的な原動力を与えたのである。

図書館界におけるデータ処理技術の導入計画は近年とみに強化されつつあり,また二三の

州ではこれの計画にもとづいて実現化の第1歩が踏ゑだされつつある4)｡その目的は中枢サー

ビス機関を具えた地域図書館統合システムを構築することである。例えば，ノルトラインーヴ

ェストファーレン州においては，新制総合大学が5校新設されたことに関連して大学図書館セ

ンター(Hochschulbibliothekszentrum±HBZ)がケルンに設立されたが,このセンターは総合

大学図書館の統合体のための中枢機関として，すでに図書館地域センターの機能を果している

上5)，1979年秋よりセンター独自のデータ処理装置を備えている。

同時に－｢情報及びドキュメンテーション活動の推進のための連邦政府プログラム(Pro-

grammderBundesregierungzurForderungderInformationundDokumentation=IuD-

Programm)/)に端を発して－ドキュメンテーション分野の再編成が進められている。この過

程においては,luD領域の計画と推進が，国と州の共同組織体「情報．ドキュメンテーション

協会(GesellschaftftirInformationundDokumentationmbH=GID)」で掌握される一方，分

野別情報システム(FachlicheInformationssysteme=FIS)相互とその利用者は広範な情報伝

達ネットによって結ばれることになろう。

こうした発展をゑるとぎ，学術・公共図書館とluD関連領域・出版界とが国家的な情報

統合体というかたちで相互協力を強化することが是非必要になる7)。従って情報ガイドシステ

ムの改良には文献ガイドシステムの改善が対応しなければならず，さらに分野別情報システム

の構築と，加盟館所蔵文献に関する中核的なガイダンスツゥールを保有する地域図書館統合シ

ステムの構築，との間に対応関係がなければならない。その上，地域図書館統合システムは両

ガイドシステムの結合を可能にするための，亦広域文献調達システムの開発のための重要な前

提をなすものである。ドイツ研究協会図書館委員会と同データ処理小委員会による，地域統合

システムの構築と図書館地域センターの設立のための以下の提言は，そのための寄与として考

えられるべきものである。

１
１

勺

勺

2．図書館協力の最適組織形体としての統合システム

学術図書館は－部分的には,主として歴史的な条件による差異があるにせよ－基本的には
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その目的・課題設定においても組織構造と手続方法においても，かなり一致しているものであ

る。従って学術図書館は，すでに伝統的に，多様な協力形態で結びつけられている。その例と

して特にドイツ研究協会が推進している広域文献調達システム8)，ドイツ相互貸借システム，

そして単行書と逐次刊行物に関する中枢的なガイダンストゥールとしての全国7カ所の目録セ

ンターと各種の総合目録編集計画などがあげられよう。

‘情報要求と'情報提供の量的・質的な増大一IuD計画の実施によってもたらされたことに

もよるが－によって，学術図書館はその課題を果す上でますます多くの困難に直面している。

図書館の‘慣習的な合理化手続きや組織の変更，ないしは伝統的な形態での図書館協力によって

はこれらの問題に部分的にしか対処できないであろう。

まさにこの点でデータ処理技術の導入とデータ通信の最新技術は，サービス提供と図書館

協力の合理化と改善にとって決定的な可能'性を提供するものである。この可能性は個食の図書

館の孤立的な自動化によるよりは，統合体によってこそ，より効果的且つ経済的に利用される

であろう。従って統合システムは，データ処理技術の導入によって達成され得る図書館合理化

の可能性を最大限に活用するための最適な組織形態なのである。

原則として，すべての図書館が同一の書誌データを必要とするのであるから，個々の図書

館で曜大な費用の原因になっている初期データ入力の負担を軽減し，ひとたび入力されたデー

タができるだけ多くの図書館によって採用され利用されるよう，努力がなされなければならな

い。これらのデータの一部は，外部データ（特にDeutscheBibliothek,BritishLibraryない

しはLibraryofCongress等の全国書誌センターによる磁気テープサービスによる）の採用に

より，また一部は複数館の共同目録作業(sharedcataloging)によって得られようが，こうし

たデータは集中的なデータファイル／データバンクに入力され，多数の図書館の利用に供され

るのが最も合理的である。

学術図書館において通常的に必要とされ，頻繁にアクセスされ，且つ常に即時利用が要求

されるこの種の書誌データを大量にしかも合理的，経済的に保持し処理することは，将未は，

多数の図書館から成る統合組織によってのみ可能になるであろう。その理由は，

－外部データに要求されるフォーマット変換は一回的に行われなければならない。

－統合体内部における加盟館の数に応じて共同目録の利用効率が高まる

一加盟館のデータが統一的なデータプールに集約され，このデータプールが同時に相互貸借の

ための目録センターの機能をも持つことになる

ー包括的なソフトウェアシステムを開発し維持するための費用，および複数館で両立し得るハ

ードウェアの購入と管理とが同一個所で一括して扱われる

－集中ファイルとシステム間の規格化によって情報伝達システムとの共働がかなり容易になる

からである。

従って図書館においてデータ処理技術を導入することの利点は，統合問題の解決によって

はじめて決定的なものになる。最近の会話型処理装置は，統合体が上述の形式で最適に利用す

ることを前提にしている。データ処理システムのモデュラープランでは，統合体の個々の機能

はフレキシブルに応用可能な構成要素として扱われ，加盟館ごとの組織形態とその要請の差異

に対処できるよう考慮が払われている。

教育行政が各州政府の所掌となっているのに対応して，学術図書館におけるデータ処理技

術の導入計画は主に地域レベルで為されている｡連邦政府による'情報・ドキュメンテーション

関連領域は16の分野別’情報システムによって専門別に分化されているのに対し，学術図書館
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の組織構造は州ないしは州によって構成される図書館行政地域によって優先的に決定される。

こうした構造上の差異は，行政単位によって賦与される権能の差異に対応している。

しかし統合システムの構築は11の州すべてを予定したものではない。むしろ既存の，歴

史的な発生由来をもつ7カ所の相互貸借地域(Leihverkehrregion)̂ －カバーする範囲が行政

単位と一致するところが多い－が当面の計画領域となろう。データ処理技術の導入にかかわる

調整作業と学術図書館の協力は，まずこれらの地域において実現されよう。規則，規格，手続

の統一的実施も同様である。このような地域ごとの統一化は，地域統合システムが広域的な統

合ネットに統括されるための不可欠の前提条件である。

更らに，相互貸借地域を管轄する地域目録センター(RegionalerZentralkatalog)は伝統

的なカード目録の形式で包括的なデータプールを有しており，地域内の所蔵資料に関して数百

万件の所在案内を行っている。データ処理技術の援用による全国的な文献ガイドシステムを構

築するには，相互貸借のコントロール手段として目録センターが不可欠である。

（西）ベルリンを含むドイツ連邦共和国の全学術図書館を対象とする全国的な単一の統合シ

ステムという概念は，図書館界で広く議論されたのであるが，歴史的・文化政策的な理由から

のみならず，とりわけ専門分野に関わる理由からも推奨され得ないものである。加盟館の数，

歴大なデータ量，そしてデータの即時利用への要求を考慮すれば，単一の中枢センターによっ

て生ずるファイル管理上の問題を，それにふさわしいソフトウェアで，しかも許容し得る時間

的・経済的コストで解決することは現状では不可能であろう。亦，データを即時に利用し，且

つ網羅的に検索するという一部互に相容れない要求も統合体に限界があることを示している。

更らに統合体加盟館は各館独自の蔵書目録を保持する必要がある；つまりそのためには尼大な

ソート・分類作業をバッチ処理し，目録・索引・リストなど多様な資料を出力しなければなら

ないが，これらを単一の広域統合システムで実現することは現在では不可能である。

ドイツ図書館研究所(DeutschesBibliotheksinstitut)と国立図書館，プロイセン文化保存

館(StaatsbibliothekPreussischerKulturbesitz)との共同事業として運営されている広域的

な逐次刊行物データバンク(Zeitschriftendatenbank)においては，かなり以前から，個々 の

図書館はもとより地域ごとの目録を出力し保持することさえもはや不可能になってきている。

従ってこのデータバンクも－データ処理小委員の該当勧告に組しながら'0)－徐たに地域センタ

ーから成る統合へと志向の転換を計りつつある。統合問題を広域レベルで集中的に解決するこ

とは，歴史的に発展してきた学術図書館の構造と組織に矛盾することになる。それよりはむし

ろ，地域統合システムが相互に協力すること，そしてこれらのシステムが図書館・luD関連

分野の広域機関や書籍商組織体と協力することの方がより合理的と思われる。

3．地域統合システムの中枢機関としての図書館地域センター

学術図書館のための地域統合システムを構築する場合，各地域内に中枢機関を設立するこ

とが必須の基本条件になる。なぜならこの種の機関なくしては，図書館統合システムに固有の

利点が全く達成されないからである。このような図書館地域センター(RegionaleBibliothe-

kszentren=RBZ)は統合システムの全加盟館のために，サービス課題と計画・調整機能を果す

ことになる。

従って図書館地域センターにおいては，地域統合システムに要求されるデータ処理能力

(ハードウェアとソフトウェア）の主要部分が備えられ運用されることになろう。この主要部分

は統合システム加盟館の図書整理データを集中的に処理・蓄積・保存するのに供される．
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サービスと開発課題，と|司時にそれに要する人的能力およびデータ処理能力を図書館地域

一+割:ンターに集中化することは，経済的にゑて特に以下の理由から大きな利点をもっている；

a図書館地域センターの適正規模の施設に要する投資コストは，統合システムの全加盟館が

それぞれのデータ処理要求を充たすために同種の施設に要するコストの総和よりはるかに下ま

わる。

b)特に高能率データ入出力装置（例えばCOM装置，レーザープリンタ）を充分に稼働させ

ることは，多数の図書館が集中的に利用することによってのみ達成される。

c学術図書館のデータ処理課題を7カ所の図書館地域センターのみに集中することによっ

てこれらのセンターのハードウェア施設の調整が容易になる。

d)図書館システムのためのソフトウェアの開発領域と開発コストもまた，こうした課題を図

書館地域センターへ集中することを正当化する。システム分析，プログラミング，プログラム

ドキュメンテーション，プログラムメンテナンスを図書館地域センターに集中化することは，

それらの業務に対応する適正規模のチーム編成を可能にする。

eサービスと開発課題を図書館地域センターに集中化することによって，高度の規準化と標

準化がもたらされ，このことが同時に合理化と経済性の向上に寄与することになる。

f)図書館地域センターで保持される統合システムのファイルは，必要文献の利用に関する‘情

報を従来より迅速に利用者に提供するための指示・ガイダンスツゥールとして役だてることが

できる。このことによって図書館地域センターはますます地域目録センターとしての機能を担

うことになり，カレントな文献についても別のかたちで，この機能を進展さすことになろう。

次に、大学計算センターによる図書館データの処理は結果的に何ら問題解決にならないこ

とが，この数年間の図書館データ処理実務のなかで明白になって来た。しかもこのことは英米

の同様な体験とも一致している。その原因は，双方のデータ処理課題の構造が異っているから

である。研究教育の要請によってなされる大学計算センターの運営と．図書館固有の要求とは

概して一致が難しいものである。その理由として特に次のことがあげられる；つまり，図書館

の全稼働時間を適宜優先させながら処理行程をオンラインによって連続的に展開しなければな

らず，しかも目録や索引をバッチ処理によってタイムリーに作成する保証がなければならない

こと，である。

このこと以外に，大学計算センターでは一般に図書館の目的に適合する基本的なソフトウ

ェアが得られず，効率的な会話型処理に対する図書館側の特別の要求も，必要とされる程には

充たされないものである。その上,大学計算センターのハードウェア施設相互には差異があり，

それによって条件づけられる運用．応用ソフトウェアも多様であり，このことが図書館の統一

的なプログラム開発と、同時にデータ交換の可能性をも阻害している。またプログラムの長期

的な利用に依存している図書館は，大学計算センターにおけるデータ処理装置の更新によって

特に打撃を受けることになる。しかもこれらの装置に関して図書館は通常，何らの影響力も持

ち得ないものである。

4．図書館地域センターの課題

図書館地域センターは各地域の統合システム加盟館のために，サービスと開発課題及び計

画・調整機能を集中的に担うことになる。次にあげる機能分野のリストは図書館地域センター

の全課題範囲を包括する総表を意図して作成されたものである。ここであげられている全課題

がすべての図書館地域センターによって直ちに完全に果たされなければならないというわけで
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はない。むしろセンターは，その構築程度に応じて徐々に課題を拡大するであろうし，センタ

ー間の協力ないしは図書館界・luD関連領域の広域機関（例えばDeutscheBibliothek,ドイ

ツ図書館研究所，情報・ドキュメンテーション協会など）と共働しながら，課題の一部を果す

こともできよう。以下，課題ごとに実行分担の方法と範囲について個別に説明しよう。

aサービス課題

目録作業と収書

一国内・国外の磁気テープサービスによる外部データの入力

一加盟館の共同目録作業'')，によって

一単行書と逐次刊行物の中枢ファイル／データバンクを構築し，利用に供すること

－中枢ファイルを継続して保持・管理すること

－図書整理に適当な限り，加盟館の書誌データを集中的に処理すること

－他の統合システムや広域中枢機関（逐次刊行物データバンクなど）との間でデータ交換を

行うこと

－共同目録作業によって入力されるデータを集中的に編集（検査，規準化，修正）すること

－主題目録を集中して処理すること

所在指示と書誌情報の提供

一書誌データを指示すること

－収書データを指示すること

－所蔵データを指示すること

－必要文献の貸出状況ないしは利用の可能性を指示すること

－目録を利用に供すること

－情報伝達の役を果たすこと

－計画中の広域文献調達システム(tiberregionalesFernbestellsystem)にかかわる依頼書を

仲介すること

目録の作成．

－当該統合システムの各加盟館，他の統合システム及び統合システム全体を対象にバッチ処

理により目録(冊子目録，カード目録，マイクロフィッシュ目録；総合目録，主題目録，特

殊目録）を作成すること。

b開発課題

一地域統合システムのソフトウエア

ー統合システム内の加盟館ごとに分散しして導入されているソフトウエア

ー加盟館ごとに任意に導入されているシステム(例えば貸出記録）のソフトウェア，のた

めに

－システム分析，プログラミング，プログラム管理を集中的に行うこと。ただし上記のいず

れのソフトウェアも既存のないしは中枢機関によって開発されたものをできる限り広く利

用することが望ましい

－種,々のハードウェアを特に図書館に導入するため，既存のソフトウェアをこれらに適合さ

せること

c計画・調整課題

一統合システムの組織的な運営と管理を計ること

－統合システムに適当とゑなされる加盟館のすべての活動を調整すること
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一統合体のハードウェアとソフトウェアを調達すること

－全国的に強制力のある規準(RegelnftirAlphabetischeKatalogisierung=RAK,Maschi-

nellesAustauschformatftirBibliotheken1=MAB1など）を基礎に，図書館技術に関す

る制度を確立すること

－新目録規則(RAK)の計画的・組織的な導入を計ること

－RAKによる遡及目録作業を計画的．組織的に行うこと

－(ドイツ図書館研究所と連携しながら）統一的な主題検索システムを計画的・組織的に導入

すること

－各種プロジェクトに関係する統合体加盟館の協力者を教育し訓練すること

－統合体に関する各種の統計作業を担うこと

d)サービス課題と開発課題を担うに必要なデータ処理装置を運用すること

5．図書館地域センターの組織と運営

図書館地域センターは将来，サービス課題と同様開発課題においても，ドイツ連邦共和国

の図書館協力にとって決定的な単位となるであろう。従って地域統合システムのこれらの中枢

機関は独自の図書館組織として各州の図書館所管省庁に直属すべきものである。統合体加盟館

が統合体の構築計画に適正に参画するため,しかるべき審議機関が組織されなければならない。

統合体のハードウェアとソフトウェアおよび組織構造は，それぞれの図書館センターの所掌事

項となる。図書館地域センターの適当な所在地を決定する際には，地域ごとの与件に応じて次

の視点も合わせて考慮される必要がある；

一既存の図書館拠点地（センター的な課題を担っている大規模図書館，ないしは同一地点に多

数の図書館が所在するなど）
一

一既存の書誌センター（目録センターなど）

－該当地点で，ローカルな目的のために発生するデータ処理課題の量

この場合－特に同一地域が複数の州にまたがる場合には－目録センターの所在地が特別の

意味をもつであろう。

図書館地域センターは地域統合システムの中枢機関として，加盟館のサービス課題を果す

ため，それにふさわしい規模のデータ処理装置を専有しなければならない。ただし過渡期にあ

っては，こうしたデータ処理装置を稼働させる代りに，他の既存の計算センターの内部機構を

利用することも考慮されてよいであろう。しかし究局的には，統合体のために充分な機械能力

と人的能力が図書館地域センター独自で確保されなければならない。

地域統合体の各加盟館もまた，それぞれの統合体の総体概念の枠内で，その機構と規模に

応じて適当なデータ処理能力を具えるべきである。このローカルなサブシステムには特に次の

ような課題が予見される。つまり，リアルタイムで処理されるデータについての収集機能，凝

縮機能，画像コントロール，エラー処理，蓄積機能，及び定常的に必要とされる文書の出力な

どである。結局，図書館の作業部門ごとに，地域統合システムへの参加に要求されると同時に

ローカルな機能をも果すに必要なデータ処理能力が備えられなければならない。

このような階層化されたシステムによって，加盟館の様之な要求一例えば機能の拡大に際

してなど－により容易に対処でき,現有のデータ処理能力をより経済的に利用できるであろう。

更らにこのような解決策が，より大きな融通性をもたらし，より良好な結果を保証することに

なろう。
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地域加盟館のオペレーションはオンラインとバッチ方式で行われる。つまり加盟館とセン

ターは，所与の条件と処理上の解決法に応じてオンライン，オフラインのいずれかまたはその

双方で連携することになる。

6．図書館地域センターの相互協力

図書館地域センターは

－全国書誌センターとしてのDeutscheBibliothek,

－ドイツ図書館研究所と国立図書館・プロイセン文化保存館による広域逐次刊行物データバン

ク，

一分野別‘情報センター(Fachinformationszentren)はじめluD領域の中枢機関，

－他の図書館地域センター，

－ドイツ図書館;研究所(DeutschesBibliotheksinstitut=DBI),

と協力する。

との協力の努力目標は，専門情報と必要文献の利用案内に関する利用者の要求を，できる

だけ同一場所・同一機関でカバーしようとすることにある。従って図書館地域センターは，

ODINとEuronet/DIANEに参加しているホスト機関へアクセスするための端末機を備える

ことになろう。これによってセンターは，計画中の広域文献ガイド・調達システム(tiberre-

gionalesLiteraturnachweis-undFernbestellsystem)に関する重要な伝達機能を担うことに

なる。

このシステムのために当面はまずドイツ図書館研究所と国立図書館・プロイセン文化保存

館による広域逐次刊行物データバンクが,ODINとEuronet/DIANEにホストとして参加

し，そこで逐次刊行物の所蔵事項がアクセスざれ指示されることになろう'2)。さらに，逐次刊

行物データバンクを経由することによって，図書館地域センターに追加的に蓄積される逐刊物

データへアクセスすることも可能になる。

全国書誌センターであるDeutscheBibliothekも|司様にホストとしてODINとEuronet/

DIANEに参加する。DeutscheBibliothekは定期的な磁気テープサービスやオンライン処理

によって,国内･国外の書誌データを図書館地域センターに提供する6図書館統合システムとは

別に,各加盟館は端末機を通じてDeutscheBibliothekの情報データバンク(BIBLIODATA)

の書誌データに直接アクセスすることができる。

地域の図書館が所蔵する単行書の所在案内は従来の地域目録センターの課題を継続する形

で，それぞれの図書館地域センターが行う。加盟館は各々が所属する地域センターのデータに

アクセスする。これに対して地域センターどおしはそれぞれが蓄積した所在データに相互にア

クセスすることができる。

分野別情報センターの活動によって発生する文献要求については，原則として最寄りの図

書館地域センターがその所在案内を行うが,文献照会や依頼書は所管の専門図書館センター

(Zentralfachbibliothek)ないしは特定分野収集館(Sondersammelgebietsbibliothek)あてに

直送することもできる。

オンライン検索によって出力される文献情報と文献ガイドシステムによってもたらされる

所在情報は，文献複写依頼書の機械作成に利用され，その依頼書が所蔵館として指示された図

書館へ直送されることになる。

共同目録作業，所蔵案内及び依頼書の仲介にもつ特別な意義に鑑承，地域統合システムの
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相互協力は，単なる内輪の作業グループとして図書館地域センターが連帯すること以上に，そ

れにふさわしい中枢機関（例えばドイツ図書館研究所）に統合体事務局(Verbundsekretariat)

を設置することで支援されなければならない。図書館地域センターの活動を継続的且つ積極的

に調整すること，共通の協力課題を組織化することが，この統合体事務局の特別の課題になる

であろう。

7．図書館地域センターの設置基準

a人貝

図書館地域センターは，その課題設定と組織形態に応じて一構築状態，施設および課題の

範囲によって－最大50名の協力スタッフを必要とする。こうした人的能力を築き上げること

は，図書館地域センターが所期のサービスを完遂するため是非とも必要なことであるが，この

ことはセンター自体の構築程度に応じて一つまり加盟館の数と処理すべきデータ量の増加，ま

たセンターと他の図書館・ドキュメンテーション関連機関との協力活動の増大に対応して－段

階的に行われるであろう。しかしこの場合でも，図書館地域センター自体の，ひいては地域統

合システムの効率が決定的な打撃を蒙らないためには，いかに低く見積っても最低基準として

25名の人員は確保されなくてはならない。

図書館地域センターが50名の全要員を確保した場合，そのうち

－10名は図書館専門員として，書誌データの集中的編集，作業の事前・事後評価の質的管理，

利用者指導および継続的なシステムの開発と改良，の課題に協力する

－13名の協力者は電算機のオペレーションと産出作業の任にあたる（オペレーター9名，作業

準備要員3名，機械部門の長1名）

－8名の協力者がプログラム部門を構成する。そのうちシステムプログラムの領域に2名，定

常オペレーションとプログラム管理に2名，システム・応用ソフトウエアの作成と改良に4

名が，あたる。

－さらに4名の協力者（システム分析とプログラミングに2名ずつ）がluD計画の「ネットワ

ークと通信」「印刷物サービス」の部門に必要である。

－統合システムの継続的・効率的な構築と拡大を確保し，異種のシステムとのコミニュケーシ

ョンをつくり上げこれを最適化し，しかもこれらを絶え間ない技術進歩を常に考慮しながら

行うには，オペレーションの継続と広範囲な産出活動のほかに，開発課題にあたる充分な要

員を見込んでおくことがぜひ必要である。このことは，すべての図書館地域センターで複雑

なシステムを広い範囲にわたって新らたに開発することを意図するものではなく，むしろ広

域機関（例えばドイツ図書館研究所，’情報・ドキュメンテーション協会など）と協力しなが

ら，またほかのセンターや，場合によっては私企業と分業しながら開発計画を行うことを意

味している。この分野には，範囲と規模によって，6名までの協力者が必要になろう。この

数は，特定課題のために図書館地域センターごとに特別のプロジェクトチームを編成する場

合には，それに応じて増加されるかもしれない。

－5～10名の協力者が総務・管理部門に見込まれなければならない。その課題分野は人事，予

算，会計，用度，複写サービスなどである。

初期の段階で他の計算センターの内部機構を利用してデータ処理装置のオペレーションを

行う場合には，さしあたって，機械部門の要員は除かれてよいであろう。既存の制度的に確立

された目録センターが，図書館地域センターの全体構想の中に組承込まれ得る場合には，内部
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組織の調整によってある程度まで既存のポストの配置換で対処できるであろう。
b機械設備

産出活動と開発分野において，図書館地域センターは地域の学術図書館のサービス課題を集

中的に担うことになるが，このことに鑑象，センターには以下の要求を充たす高性能のデータ

処理装置が必要である；

－中央処理装置と補助ディスク装置が充分な大きさの容量をもつこと

－充分な数の端末機と接続が可能であること

－充分な数のサブシステムとオンラインで接続が可能であること

－データ通信装置と接続が可能であること

－システムに拡大性があること

－高性能で，なかんづく本体と両立性のある周辺機器と接続が可能であること

－機能に適合した基本ソフト（オペレーションシステム，ファイル管理システム，データベー

スシステム）が存在すること

－ステーションごとの入出力装置に充分なソフトウエアのバックアップがほどこされているこ

と。

計算機の容量，周辺装置，オペレーション，および機械処理時間などの問題を，図書館地

域センターごとにより正確に調査するには，次の事項に関する詳細が必要である；

一統合体加盟館の数と館種

一年間増加冊数

一書誌データファイルと地域内所蔵データの増加数

一ファイル構造

一処理ルーティンの数（データ入力，検索，変更，削除，追加，編集，変換，データ保護）と

それらの所要処理時間

一オペレーションの方式(会話型，バッチ処理）

地域ごとに図書館の数と規模が異るため，正確な基礎データを示すことはできないが，モ

デル計算を中規模のものから始めるとして，従ってまた，ある専門家グループによって開発ざ

れ公認されている「情報検索システム用データ処理装置に関する計画・運用基準値｣'3）を用い

るとすれば，図書館地域センターのハードウエア施設の初期値は以下のようなものになろう；

最小2メガバイトの記憶容量をもつ中央処理装置

2ギガバイトの記憶容量をもつ大型ディスク装置

磁気テープ装置6基程度

通常のカード・紙テープ読切装置，ラインプリンターなど

レーザプリンタ1基

COM装置1基

地域の広さと加盟館の数にもよるが，最大100台の端末機（このうち80台までは加盟館に

備えるが，一部は収書システムにより集中配備される）

8．図書館地域センターのデータ処理施設のコスト

図書館地域センターのデータ処理施設に要する投資コストは－構築段階と課題の範囲によ

って一およそ400～600万マルク（建築費用を除く）になろう。

これに年間の運営費が追加されるが，そのなかで特に維持費は，装置の初期購入費のおよ

（595）
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そ8～10％に相当するであろう。

地域統合体各協力館の投資・運営コストとデータ通信コストは，地域ごとの地理的・構造

的な与件が異るため，ここで明示することはできない。これらのコストの調査は地域計画の枠

内で行われなければならない。
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BibliothekswesenundBibliographie21,1974,S､67-73にドイツ研究協会図書館委員会の提言とし

て掲載されている

2)Ebda.S.24またはS.73

3)DrittesDatenverarbeitungsprogrammderBundesregierung1976-1979.Hrsg.vomBundes-

ministerfurForschungundTechnologic・Bonn1976．：
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(596）



26 愉蔭

◆研修

昭和56年北海道地区国立大学図書館職員研修

昭和56年標記研修が去る8月26日（水）から28日（金）までの3日間，附属図書館教養

分館を会場に，学術情報システム関係を中心教科として実施された。

この研修は，道内国立大学(高専を含む）図書館職員に対し，その職務遂行に必要な基本

的知識および図書館業務に関する最近の知識を付与するとともに，その資質の向上を図ること

を目的として行っているもので，本年は北海道大学22名，北海道教育大学1名，小樽商科大

学2名，旭川医科大学1名，北見工業大学1名，釧路工業高等専門学校1名，計28名が受講

し，予定どおり終了した。

なお，本研修にあたりご協力を得た関係者各位に心から感謝するものである。

、

昭和56年北海道地区国立大学図書館職員研修日程夢

勺
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第一日に

8月26日(水）

開
講
式

＜特別講演＞

図書館の今昔

北海道大学
附属図書館長

塩谷鶴

北海道地区に末
ける大学図書鎌
の現状と将升

北海道大学附属
図書館事務部長

矢剖 一 郎

眉
食
戸
休
篭
』

学術情報システム

北海道大学大型
計算機センター長

大野公男

服務制度

北海道大学人
事課課長補佐

佐藤信章

算
一
一 日侶

8月27日(木）

図書館資料利用に伴うユーザー
から見た情報検索上の諸問題

一研究課題指向の一事例
(人文・社会系)一

北海学園大学教授

小山詞

星
食
戸
付
蔑
」

学術情報センターシ
ステムと大学図書館

－東京工業大学
の場合一

東京工業大学附属
図書館整理課長

浅野次郎

学術情報センター
システムと大学図
書館

－広島大学
の場合一

広島大学附属医
書館整理課学術
情報係長

森岡材
一
一

第三日侶

8月28日(金）

図書館資料利用に伴うユーザー
から見た情報検索上の諸問題

－研究課題指向の一事例（自然系)一

北海道大学応用電気研究所教授

小山富原

昼
食
行
休
蕊
」

大学における教官と
職員の役割

北海道大学
法学部教授

石川武

国立学校にお
ける事務の情
報処理

北海道大学
情報処理課長

木村間

閉
講
式
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第24回北海道地区大学図書館職員研究集会

＜とき昭和56年7月30日（木）＞

＜ところ酪農学園大学＞

標記研究集会は，当地区20大学約120名が参加して次のよ

○研究発表司会札幌医科大学

北海道大学

1．大学図書館における広報活動の諸問題

一サンプリング意識調査一

発表者北海学園大学

〃

2．医学図書館における利用者サービスについて

発表者旭川医科大学

3．大学図書館におけるマイクロフォーム

ー東京大学図書館’情報学セミナーを受講して－

発表者北海道教育大学

○分科会

第一分科会熱

選書について

－あなたが選書委員であったら自信をもって

選書作業を行うことができますか－

司会北海道教育大学

第二分科会

目録カードの作成

－特に印刷カードについて一

司会札幌大学

第三分科会

貸出し手続の簡略化について

司会北海道教育大学

事例発表北海道大学

北海学園大学

札幌商科大学

○全体会議（分科会報告）

司会北海道大学

以上研究発表また活発な討議および質疑応答が交され，有蓋

なお，本研究集会が当番館酪農学園大学の関係者各位並びに

うに行われた。

亀
石
谷
倉

’
一
一

修
賢

近

川

松佐武郎

崎実

炉

小 Ｉｊ 聡

松 貢村

亀 谷修一

村利夫市

伊

川真

昭

上

田漣

荒
逢
浦
岡

澄
二
忍
子

克介
里
価石

有意義かつ盛会裡に終了した‘

なお，本研究集会が当番館酪農学園大学の関係者各位並びに研究集会企画委員各位の熱意

協力のもとに予定どおり終了したことを感謝するものである。

（韮駕篭誉警瀞震会菖任二事震）
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◆受贈図書

本学教官著作物

〔本館〕

○理学部

尾野寺毅(共著） 基礎課程線形代数学〔共立出版〕

スタンダード線形代数学演習〔共立出版：

物性化学(基礎化学選書10）〔裳華房〕

微分積分学〔共立出版〕

奇兵隊反乱史料脱隊暴動一件紀事材料〔マツノ書店〕

愉蔭

松永

勝服

○文学

田中

○医学

大嶋

義夫

俗

部

彰(共編

部

鏡 北海道における肺癌発生の現状今後の動向診断率診断法の変遷および治療に関する報

告書

○歯学部

石川純(共編）

○応用電気研究所

松本伍良(編者）

歯周治療学〔医歯薬出版〕

BIOTELEMETRYV
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正誤表No.56May、1981

3頁(564）昭和55年度特別図書購入費で購入した図書中

『6．戦史叢書朝雲新聞社

本書は，政府・陸海軍の総動員体制の展開過程，戦争指導，個々の作戦にかかわる

公文書,記録を豊富に含んだ1930年代後半から敗戦に至る時期の公刊の戦史である｡』

を削除

『6．司法省「思想月報」1～65巻覆刻版

本書は，準戦時・戦時体制下における労働者・農民都市勤労市民の思想状況，社会

主義，労働運動，国際共産主義運動，中国における日本人の反戦運動などについて治

安当局の視点からみた記録および資料を豊富に含んでいる｡』を挿入

9頁(570)人事往来一配置換一の項中

早坂孝一

羽川明の年月日「56.1.5「56.5.1を に訂正
〃」〃」

(599）

!考麗!“息笥や

、

有



ク

P

No．57

◇人事往来◇

図書館委員(再任）

斉藤和雄

片岡隆四

配置換

鎌田由紀子

山下洋一

採用

伊藤美智子

中村美幸

退職

高橋かおり

高井姫世美

(大学院環境科学研究科）56．5．28

(農学部）56．6．1

整理課教養分館整理掛（文学部図書掛）

〃〃 （医学部図書整理掛）

整理課総務掛56．6．10

理整課教養分館閲覧掛56．7．8

(整理課総務掛）56．5．23

(整理課教養分館閲覧掛）56．7．4
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